市町村子ども・子育て支援事業計画及び子ども・若者に関する新計画策定に
係る市民ニーズ調査等の業務委託に関する公募型プロポーザル実施要領
京都市子ども若者はぐくみ局
子ども若者未来部育成推進課
市町村子ども・子育て支援事業計画及び子ども・若者に関する新計画策定に係る市民ニーズ調査等の業務委託に関する受託事業者の選定に当たり、公募型プロポーザル方式による企画競争選定を行うため、次のとおり提案を募集する。
１　委託業務の目的
　　平成２７年度から実施された子ども・子育て支援新制度において、市町村は教育・保育や地域の子育て支援を円滑に実施するため、「市町村子ども・子育て支援事業計画（以下「事業計画」という。）」を策定することとされており、国の基本指針において、「アンケート調査（市民ニーズ調査）」により「量の見込み」を算出することとされている。
本市において、事業計画は、「京都市はぐくみプラン（京都市子ども・若者総合計画）（以下「プラン」という。）」に位置付けられており、プランの期間が令和６年度までであることを踏まえ、「子ども・若者に関する新計画（令和７年度～令和１１年度）（以下「新計画」という。）」策定にあたり、市民ニーズ調査を実施予定である。
２　委託業務の内容
（１）件名
市町村子ども・子育て支援事業計画及び子ども・若者に関する新計画策定に係る

市民ニーズ調査等の業務委託
（２）委託期間

契約締結日から令和６年３月３１日まで
（３）委託内容
別紙２「新計画策定に係る市民ニーズ調査等業務委託に関する仕様書」（以下「仕様書」という。）のとおり

３　契約上限額
金１２，３００，０００円（消費税及び地方消費税相当額を含む。）
４　プロポーザルの参加資格
　プロポーザルに参加できる者は、次に掲げる要件をすべて満たす者とする。
（１）公募開始日から選定結果の通知の日までの期間に、京都市競争入札等取扱要綱に基づく競争入札参加停止の措置を受けていないこと。
（２）京都市暴力団排除条例第２条第４号に規定する暴力団員等又は同５号に規定する暴力団　

　　密接関係者でないこと。
（３）法人税又は所得税及び消費税の未納がないこと。
（４）京都市の市民税及び固定資産税の未納がないこと。
（５）地方自治法施行令第１６７条の４第２項各号のいずれかに該当し、３年を経過しない者

　　及びその者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理人として使用する者でないこと。

（６）当該業務と同種又は類似の業務について、受託実績があること。ただし、当該業務のプロポーザルの公告の日前５年以内に業務を完了したものに限る。
（７）本事業の趣旨を十分に理解したうえで委託業務を実施できること。
５　応募手続等

プロポーザルに応募するものは、次のとおり、企画提案書等を提出するものとする。（提出先は、後記「１１　問合せ及び提出先」のとおり）

（１）企画提案書等の提出

　　　別紙１「新計画策定に係る市民ニーズ調査等業務委託に関するプロポーザル企画提案書等作成要領」に基づき、次の書類を提出すること。

ア　提出書類
　　（ア）会社概要（様式１）
　　（イ）業務実施体制表
　　（ウ）スケジュール（案）

　　（エ）実績表
　　（オ）企画提案書
　　（カ）見積書及び経費内訳書
イ　提出部数

　　原本１部、コピー７部
ウ　提出期限　　
　　令和５年７月２８日（金）１７時（必着）
　　　※会社概要（様式１）については、令和５年７月２１日（金）１７時まで。
当該様式の提出をもって、本件への参加意思の表明とみなす。
エ　提出方法

持参又は郵送（提出期限内必着で書留郵便に限る。）により提出するものとする。
（２）その他

ア　この公募手続において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。

イ　失格となる企画提案書等
企画提案書等が、次の事項に該当するものは、失格となる場合がある。
なお、失格となった場合は、別途通知する。

（ア）提出期限、提出先及び提出方法に適合しないもの
（イ）指定する様式及び記載上の留意事項に示した条件に適合しないもの
（ウ）記載すべき事項の全部又は一部が記載されていないもの

（エ）虚偽の内容が記載されているもの

ウ　制約事項
（ア）提出書類の作成及び提出に要する費用は、全て提案者の負担とする。

（イ）提出された書類は、事業者の選定以外には、提案者に無断で使用しない。

（ウ）提出された書類は、事業者の選定を行う作業に必要な範囲において、複製を作成することがある。

（エ）提出された書類は、提出期限後の差替え及び再提出は一切受け付けない。

（オ）提出された書類は全て返却しない。

６　本件に対する質問期限及び回答
（１）質問のできる者
本書及び仕様書等に対して質問のできる者は、前記「５　応募手続等」の「会社概要（様式１）」を提出した者とする。
（２）質問期限　　
　　　令和５年７月２１日（金）１７時（必着）
　※　質問期限後の質問は、一切受け付けない。
（３）質問方法

後記「１１　問合せ及び提出先」に電子メールで問い合わせることとし（様式は任意とする。）、面談又は電話での質問は一切受け付けない。
（４）回答日及び回答方法

令和５年７月２５日（火）午前中までに、会社概要を提出した者に限り、質問事項及びその回答を電子メールで通知する。
７　企画提案書等の審査
　　作成、提出された企画提案書等の内容について、本市が設置する選考組織により書面審査を実施する。
　　※　提案内容等について、当課から電話による質問や提案説明等の依頼を行う場合がある。
８　受託候補者の選定に関する審査基準

（１）基本的な考え方

　　　受託者の決定に当たっては、本市にとって最適な事業者を選定するため、本委託業務に関する企画提案書等の評価と見積価格の評価を総合的に判断する公募型プロポーザル方式を採用し、総合評価の最も高い提案者を受託者とする。
ただし、審査の結果、いずれの応募者も選定しないことがある。
（２）評価項目
　　ア　評価項目

　　別表「新計画策定に係る市民ニーズ調査等業務委託提案に係る選定基準」参照
イ　評価方法

　項目評価点の考え方については、評価対象の各項目を以下６段階で評価する。
	判定
	評価

	Ａ
	非常に優れている。

	Ｂ
	（ＡとＣの中間程度と評価されるもの）

	Ｃ
	優れている。

	Ｄ
	（ＣとＥの中間程度と評価されるもの）

	Ｅ
	記述に具体性があり本市の要求水準を満たすが、それ以上の評価要素はない。

	Ｆ
	記述がない、又は記述に具体性がない。

	評価
	評価の目安

	優れている
	ア　要求水準を超える、一般的な効果と認められる提案が具体的になされていること。

イ　業務の実施方法等の記述が具体的で説得力が高いこと。

ウ　市が加点要素と想定している具体的な記述が多数あること。

	非常に

優れている
	ア　要求水準を超える、高い効果と認められる提案が具体的になされていること。

イ　業務の実施方法等の記述が具体的で、説得力が極めて高いこと。

ウ　市が加点要素として想定している具体的な記述が際立って多くあること。


※　提案書作成の条件を大きく逸脱している場合は、評価しないことがある。

９　受託者の決定
（１）受託候補者の決定
前記「８　受託候補者の選定に係る審査基準」に基づき、本市が設置する選考組織が、企画提案書等について書面審査を行い、全ての提案者の順位を決定し、最も優れていた者を受託候補者（第一交渉権者）に選定する。
ただし、審査の結果、いずれの応募者も選定しないことがある。
（２）審査結果の通知及び公表
選定結果は、参加者全員に文書で通知するとともに、選定結果及び評価点等を本市ホームページにて公表する。
（３）受託者の決定

受託候補者と協議し、仕様等契約内容について合意した場合は、契約を締結する。
なお、受託候補者（第一交渉権者）と協議し、合意しなかった場合は、次順位の交渉権者を新たな受託候補者として協議を行う。
10　契約に関する基本的事項

　　受託者との契約においては、次の事項を基本とする。
（１）契約金額

契約金額は、受託候補者の提示価格に基づき、受託候補者と協議のうえ決定する。

（２）契約内容

契約内容は、仕様書、企画提案書等の内容に基づき、受託候補者と協議のうえ決定する。ただし、提案内容は、実現を確約したものとみなす。

（３）契約期間

契約の期間は、契約締結日から令和６年３月３１日までとする。

（４）特約事項
　企画提案内容の実現に必要な追加費用及び別途費用は、全て受託者の負担とする。

（５）再委託の禁止
受託者は、本市の承認を得なければ、この契約に係る義務の履行を第三者に委託し、この契約に係る権利を第三者に譲渡し、又はこの契約に係る義務を第三者に承継させてはならない。
（６）契約保証金
免除する。
（７）成果物の納入及び委託料の支払
受託者は、成果物を本市に納入する。本市は、成果物について検査を行い、検査に合格した成果物の引渡しを受けたときは、受託者の請求により、委託料を支払う。
（８）進捗管理
本市は、適宜、進捗状況について評価を行う。その結果、契約の目的を達成することができないと判断したときは、途中で契約を解除することができる。ただし、利用可能な成果物があるときは、その成果物を検査のうえ、検査に合格した成果物の引渡しを受けることがある。そのときは、その成果物に相応する委託料を支払うものとする。
（９）準備行為　
　　　今回の募集については、契約日以降の事業の準備行為として実施するものであり、事業を中止することもある。この場合、本市は、それに伴って生じる費用等についての保証は一切行わない。
（10）選定後の準備
　　　選定された受託候補者は、業務委託の開始時までに、委託業務の実施方法の詳細について本市と協議のうえ、必要な準備を完了するものとする。

11　問合せ先及び提出先
〒６０４－８１７１
京都市中京区烏丸通御池下る虎屋町５６６－１
　井門明治安田生命ビル２階

京都市子ども若者はぐくみ局子ども若者未来部育成推進課　担当：（門脇、藤吉）
電　話：０７５－７４６－７６１０
ＦＡＸ：０７５－２５１－２３２２
メール：kosodatesien@city.kyoto.lg.jp
12　スケジュール
	日時
	内容

	令和５年７月２１日（午後５時まで）
	質問受付締切（７月２５日午前中までに回答）

	令和５年７月２８日（午後５時まで）
	企画提案書受付締切

	令和５年８月中旬（予定）
	受託者決定

	令和５年８月中旬～８月下旬
	契約締結（業務委託開始）


　　※　スケジュールは大体のものであり、状況により前後する可能性がある。
